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１．はじめに

　1 9 9 0 年代以降、万人のための教育

（Education for All: EFA）の達成を目指し

て多くの国際的なイニシアティブが展開され

てきた。基礎教育は貧困削減に資するという

観点から2000年にはミレニアム開発目標に

も初等教育の完全普及が盛り込まれ、同年の

EFAダカール会議の後は国際機関がそれぞ

れの強みを活かしながら集中的な協力を連携

して行なう「フラッグシップ・イニシアティ

ブ」が開始された。また2002年には、一定

の条件をもとに選定された対象国に対して

EFAプログラムの促進を国際的に支援する

スキームとしてEFAファスト・トラック・イ

ニシアティブ（EFA-FTI）が提唱され、EFA

達成のために国際的な財源の確保が行なわれ

ている。今年はEFAやMDGsの目標年であ

る2015年の中間年にあたり、まさにこれら

のEFAをめぐる国際的潮流の方向性やその

効果について再検討するにふさわしい年であ

る。

　EFAやMDGsは、一方で国際的に共有す

べき目標を提示し、国際社会のコミットメン

トを惹起する意味で大きな役割を果たしてい

る。他方で、多くの研究者が、途上国におけ

る画一化の方向に収斂しつつある教育政策・

教育計画に対して警鐘を鳴らし、これらが各

国の状況に見合ったものであるか、本当に政

策が途上国のオーナーシップの下に形成され

ているのか、について疑問を投げかけてきた

（Samoff 1999; Foster 2000; Brown et al.

2001; Klees 2001）。また、供給側の都合一

辺倒の政策実施、不明確な実施メカニズム、

質の低下による初等教育無償化政策の過去の

失敗事例についても報告されてきた

（Allison 1983; Bray 1986; Prince 1997;

Sifuna 2007）。しかし、こうした言わば「ミ

クロ」な視点に関しては、2008 年 4 月の

EFA-FTI の会合においても、同年5 月の

TICADIV においても注目されることはな

かった。むしろ、EFA-FTIを推進する国際

機関等の実務者たちは、概ねEFAの「モメ

ンタム」が冷めないうちに「マクロレベル」

で何とか財源を確保して一気にEFAを達成

してしまおう(1)、という勢いさながらに自ら

のアジェンダを怯まず前面に押し出している

ような印象を受ける。ポストEFAあるいは

EFAそのものの持続性についての議論は後

回しにされがちである。

　本稿では、このようなEFAをめぐる国際

教育協力のマクロとミクロの視点の乖離に関

する問題関心から、特にミクロの視点で見た

場合に、具体的に何が乖離となっているの

か、について考えてみたい。特に、EFA達成

のための主要な戦略となっている初等教育無

償化政策（以下、無償化政策）について、

UNICEF、世界銀行、UNESCO-I IEP、

ADEA、EFA-FTI事務局が今年、共同で作

成した無償化政策についてのオペレーショ

ナル・ガイダンス・ペーパーのドラフト

（UNICEF et al. 2008）を参考に、筆者がこ

れまで関わってきたミクロレベルの研究結果

から見えてくる実態との乖離と、そうした乖

離がどのように生み出されるのか、について

考察したい。
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表1　EFA-FTI　インディカティブ・フレームワーク

（出所）Bruns et al. (2003)より筆者作成

２．マクロレベルの政策とミクロレベ

ルの研究結果が示す乖離

　マクロレベルの政策とミクロレベルの研究

結果が示す乖離とは何か。筆者がこれまで携

わってきたミクロレベルの研究成果とマクロ

レベルの政策の方向性とのギャップに鑑みる

と、その乖離は主に留年率に関する考え方や

親やコミュニティの態度や参加をめぐる議論

に顕著にみることができる。以下、それぞれ

の問題点について検討してみよう。

(1)　留年率に関する考え方

　EFA-FTIは、2015年までに全ての子どもた

ちが初等教育課程を修了すること(Universal

Primary Completion: UPC)を最終的なター

ゲットとして捉えている。そして、表1に示

すように、主に13種の基準に基づき、UPC

（あるいはEFA）達成見込みの高い国の平均

値を参考にして設定し、各国の教育セクター

計画を評価する際の指針としている。このイ

ンディカティブ・フレームワークでは、初等

教育の生徒の留年者の割合が10％以下にな

ることをターゲットとしている。先述したオ

ペレーショナル・ガイダンス・ペーパーでは、

ひとつの成功例としてケニアが取り上げられ

ている。無償化政策後に時宜を得た学校財源

の確保や学習教材等の供与が教育の質の低下
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図1　ケニアにおける2004年から2007年の生徒のフロー状況

（注）縦軸の学年は2004年時の学年、横軸の動向は、2007年時のフローを示す。

（出所）西村・山野（2007）より筆者作成

を妨げたと評価しているのである。そして、

その根拠となる具体的な指標のひとつとし

て、留年率が1999年に13％から2003年に

10％に低下したことを挙げている。

　さて、FTIがターゲットとする留年率10

％とはどのような状態を指すのであろうか。

ケニアの事例を参考に考えてみたい。マクロ

レベルの指標として使用されている「留年

率」と筆者らが行なった2004年と2007年

にケニア中西部で収集された1,184名の小学

生を含む(2)世帯調査のパネルデータの定量分

析結果と比較してみると、2つの意味におい

て、マクロレベルでターゲットとされている

留年率がミクロレベルで分析した際に異なっ

た意味をもつことがわかる。まず、図1に示

すとおり、2004年の生徒の2007年までの

男女別学年別進級の動向を見ると、2004年

から2007年までに順調に3学年進学した生

徒は男女ともに半数程度であり、全学年を通

じて3割程度の生徒が留年した経験を持つこ

とがわかる。特に、2004年に6年生だった

生徒の留年率は男子で約41％（1回留年と2

回以上留年の計）、女子で約39％に上り、最

も高い。学校調査を基調とした政府統計によ

る留年率10％とは、あくまで前年も今年も

同じ学年にいる子どもの数が今年の在学児童

総数に占める割合であるが、その期間におけ

る転校者や退学者を考慮していないため、あ

くまで推計値であり、実際に個別の生徒のフ

ローを追ってみると、生徒の留年経験は意外

と多いのである(3)。

　次に、留年を規定する要因をプロビットモ

デルで分析してみると、家庭の経済社会的背

景に加え、学校要因が影響している。女子の

場合は高学年であることや、母親の教育年数

が短く、家財が少ないほど留年する傾向にあ

ることに加え、教員一人当たりの生徒数が多

い学校に通っているほど留年する傾向にあ

る。男子の場合は家財が少ないことに加え修

了試験平均点が高い学校に通っているほど、

また教員一人当たりの生徒数が多い学校に

通っているほど留年する傾向にある。つま

り、教員一人当たりの生徒数や教室当たりの

生徒数が多く、より良い成績を上げている学

校(4)に通っている生徒ほど留年を経験してい

ることが示されているのである（西村・山野

2007; Nishimura & Yamano 2008）。

　これらの結果は、先のオペレーショナル・

ガイダンス・レポートが想定する「留年率の

低下＝質の向上」、あるいは「ケニア＝グッ

ド・プラクティス」という図式に疑問を投げ

かけるものである。実際には、より良い成績
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を上げている学校には多くの生徒が集まり、

初等教育修了試験で良い成績を取るために生

徒は留年している、と解釈することが可能で

ある。つまり、ケニアのコンテクストでは留

年という行為が教育の質を求める行為につな

がっているのである(5)。ケニアを含む多くの

サブサハラアフリカ諸国においては、初等教

育修了時に卒業試験があり、この結果が初等

教育の修了や中等教育進学を規定する。従っ

て、授業料の無償化により学校に行くことが

できても、卒業試験に合格しなければ、初等

教育修了という学歴を得ることはできない。

特に教育熱が高い国として知られるケニアに

おいては、卒業試験で高得点を獲得するため

によりよい学校に転校したり留年したりする

ことは珍しいことではない（澤村2006）。

　また、筆者らが実施しているケニア、ウガ

ンダ、マラウィ、ガーナの4カ国のケースス

タディ結果からも、4カ国全てにおいて、教

員や生徒の親が、無償化政策の下で留年率を

抑えるために導入された自動進級制度に関し

て強い拒否反応を示しており、実際の学校現

場では同制度が遵守されることが難しいこと

がわかった（Nishimura ＆ Ogawa, Eds.

2008）。つまり、どのような学習が行なわれ

た上での進級かが問われない限り、初等教育

修了試験という登竜門が存在するアフリカ諸

国においては、むしろ「留年率の低下＝質の

低下」となる可能性があるのである。こうし

たローカルコンテキストを軽視したマクロ指

標の導入は、時として質を伴わない自動進級

制度の導入を余儀なくし、教育現場での混乱

をうむ可能性をはらんでいる。

(2)　親やコミュニティの参加をめぐる議論

　親やコミュニティの参加については、近年

効果的な学校運営や質の向上との関連におい

て注目が集まり、2009 年のUNESCO の

EFAグローバルモニタリングレポートでも

特集される予定となっている。先のオペレー

ショナル・ガイダンス・ペーパーにおいても、

コミュニティは「学習成果を上げる」ことと

「財源の運用」に関して重要な役割を担うと

されている。また、いくつかの地域では無償

化政策により学校に関するコミュニティの関

与の撤退（disengagement）が見られたこ

とを意識しながら、同政策が、コミュニティ

の関心や学校を支えたいという意識を挫くこ

とになってはならないとしている。その上

で、学校のガバナンスとアカウンタビリティ

を主要なステップとして捉え、その一部とし

てコミュニティの関与（engagement）を挙

げている。そしてローカルレベルのオーナー

シップを強化するために、①学校が無償化に

よって便益を受けるためにはコミュニティや

親の役割が重要であることを周知させるこ

と、②任意の寄付を受け付けることによって

コミュニティのオーナーシップを高め、不足

しがちな学校財源を確保すること、③政府が

学校関連活動（教員補助、宿題の奨励、特殊

行事への出席や開催）等へのコミュニティの

参加を促し、親の意識を高めること、④教員、

校長、親、コミュニティ、生徒を学校改善計

画や運営（ブロックグラントや学校建設・修

理など）に巻き込むことによって、教育成果

の改善につなげること、を提言している。

　親やコミュニティ参加が学校の学習成果に

効果がある、とする主張は珍しくないが、関

連した先行研究をレビューしてみると、実際

には多くの研究がこの点に関しては実は複雑

であいまいな研究結果を示している（例え

ば、Hannaway ＆ Carnoy  1993 ;

Chapman 1998; Gill, et al. 2001）。中でも、

ガイダンスペーパーにおける主張は、エルサ

ルバドルやニカラグアといったポストコンフ

リクト国において政府の体制が整っていない

場合に、教員や校長の任免権をもコミュニ

ティが担ったケースが、生徒の成績向上に統

計的に有意な結果をもたらしたという例を参

考としてコミュニティ参加を強調している

（Jimenez & Sawada 1999; King & Ozier

1998）。しかし、多くの国々では、教員の任
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表2　教員がみる親の消極性と親の認識とのギャップ

（注）各国において半構造化インタビューを行った結果。各国において2県のケーススタディを行い、サンプ

ルの取り方については最低限の学校の選出方法と数を共有したが、完全な統一サンプル数はとっていな

いため、母数にばらつきがある。

（出所）Nishimura & Ogawa (Eds.) (2008)より筆者作成

免権までもコミュニティに任されているケー

スはごく僅かであり、こうした手法が現実的

に必ずしも全ての途上国に適用されるとは考

えられない。むしろ重要な点は、どのような

メカニズムや環境の下で親の関与の積極性や

消極性がうまれるのか、どのようなコミュニ

ティの参加が教育の成果につながるのか、と

いう問いに答えることである。

　ここでは、特に前者について、筆者らが行

なったアフリカ4カ国のケーススタディ結果

とケニアのパネルデータによる定量分析結果

をもとに考えてみたい。表2は、ケニア、ウ

ガンダ、ガーナ、マラウィの各2県において

インタビューした教員の視点と親の視点を示

したものである。これによると、無償化後に

親の態度が消極化したことを政策の重要な

課題とする教員および校長の割合は、各国で

ばらつきがあるものの半数以上に及んでお

り、ウガンダでは9割以上の教員がこのこと

を問題視している。ケニアでは48人の教員

を対象にフォーカスグループインタビューを

行っており、親の消極性が重要な課題として

参加者の間で議論された。また、親だけでな

く学校運営委員会（School Management

Committee: SMC）も不活発になり、SMCが

もはや政府から供与される教科書代を使って

どの教科書を買うかを決める役割だけを担う

「教科書委員会（book committee）」と化し

ているとも報告されている（Sifuna et al.

2008, p.44）。各国に共通した現象としては、

「無償化＝政府が全てを担う」という解釈が

親やコミュニティの間に浸透している、とい

うのが教員側からみた親やコミュニティ参加

の一般的な現状である。

　他方、親やSMCの委員がどのように考え

ているか、についてはより深い考察に付さね

ばならない。実際、少なくとも認識の上では、

およそ親やSMC委員の消極性が見られない

ような結果となっているからである。表1に

示すとおり、4カ国全てにおいて男女に拘わ

らず子どもを学校に通わせることを重要、あ

るいは非常に重要であると考える親がほぼ全

数であるだけでなく、学校に貢献することに

ついても大多数の親は重要である、と考えて

いるようである。ここからは、教員が憂いて

いるような「政府が全てやるべきだ」、といっ

た姿勢は読み取れない。無論、「認識してい

る」あるいは「認識していると答える」こと
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（出所）Nishimura & Ogawa (Eds.) (2008)より筆者作成

表3　親の学校教育の質に関する評価

と、実際に「行動すること」とは別のことで

あり、往々にしてこの2つは一致しない場合

がある。実際、このような不一致は学校教育

に関する親の意見を聞く質的調査の分析過程

でよく起こることではある（Schneider &

Buckley 2002）。しかし、ここまではっきり

としたギャップはなぜうまれているのであろ

うか。

　親の認識についてもう少し詳しく見てみよ

う。表3は、親やコミュニティが現在の学校

教育の質についてどのように考えているかに

ついての結果をまとめたものである。これに

よると、マラウィ以外の3カ国は、親たちが

教育の質を比較的肯定的に捉えていることが

分かる。質が非常に良い、あるいは良いと答

えている親・SMCメンバーの割合は、ケニ

ア、ウガンダ、ガーナで半数強に上るのに対

し、悪い、あるいは非常に悪いと答えている

割合はそれぞれ23％、13％、16％と比較的

低い。マラウィにおいては、他の3カ国とは

異なり、質が非常に良い、あるいは良いと答

えている割合は22％にすぎず、悪い、ある

いは非常に悪いと答えている35％を下回っ

ている。これは無償化政策後13年に亘り、他

の3カ国の例とは異なり、それまでの授業料

徴収分に代わる政府からの公的資金投入が全

く行なわれなかったことに対する不満と落胆

を示すものと考えられる。

　では、政策の実施について、親やコミュニ

ティはどのような意識を持っているのだろう

か。無償化政策についての地方行政官、教員・

校長、親・SMCに対するインタビュー結果を

表4に示す。まず親やコミュニティと比較す

るために地方行政官と教員・校長の回答を見

てみよう。インタビューで無償化政策自体と

その実施について聞いたところ、「無償化政

策は良策だが実施に問題がある」、と答えた

割合が最も高かった(6)。多くの地方行政官や

教員は、無償化政策の実施方法に対して不満

を抱いている。特に、事前の行政や財政的な

メカニズムに関する準備や相談もなく政治家

主導かつトップダウンなやり方で実施された

ことについて不満を持っていることが多い。

これは以下のウガンダの地方行政官の話に最

も良く表れている。

無償化政策は人々への相談が一切ない

トップダウンの政策だった。我々に与え

られた唯一の選択肢は「ただ政策を受け

入れるために適応すること」だけだっ

た。人々は自分で決めたことについては

所有意識をもつ。しかし、UPEプログラ

ムについてはまったく相談がなかったた

め、一般の人々はUPEプログラムを自

分たちのものと思っていない。UPEプ

ログラムについてもっと一般の人々に相

談されるべきだったと思う。（2007年7

月25日筆者インタビューノートより抜

粋）

　行政側が政策の実施に問題意識を持ってい

るのに対し、親やSMCは、実施に対する問

題意識はそれほど強く持っていない。「無償

化政策は異なった方法で実施し得たと思う

か」という質問に対し、「そう思う」、と考え

ている親・SMCの割合は、表4に示すとおり
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表4　無償化政策に対する地方行政官、教員、親の評価

（出所）Nishimura & Ogawa (Eds.) (2008)より筆者作成

4カ国ともに半数程度以下と低い。特に目を

引くのは、教育の質について否定的な意見を

持つ親が多かったマラウィにおいて、この割

合が最も低く、全体の3分の1程度に留まっ

ている点である。つまり、親は学校教育の質

についてそれなりの意識を持ち、不満がある

が、ではどうしたらよいのか、について代替

案を考えているとは限らないのである。

　最後に、無償化政策下におけるケニアの学

校選択に関する研究結果から得られた示唆を

披露したい。ケニアにおいては、2003年の

無償化後に公立校の質の低下を恐れた親たち

が私立校に転校する、という現象が起こっ

た。その結果、無償化政策導入年直後の1年

間で私立校が3割近く増加し、私立校と公立

校の間での教育の質の格差が懸念されている

（澤村 2008）。先述した2004年と2007年

に取られた世帯調査のパネルデータを分析し

てみると、確かに2004年には男子5.5％、女

子4.4％であった私立校を選択する割合は、

2007 年にはそれぞれ男子 12 .0％、女子

12.2%に及んでいる。次に、世帯の財産レベ

ルごとに学校選択の動向を見てみると、図2

に示すとおり、富裕層から貧困層まで全層に

おいて私立校を選択する割合が増加している

ことが分かる。最貧困層についても私立校を

選択する生徒の割合が1.6%から6.2％に増

加しているのである。無償化政策下において

最も裨益していると考えられた最貧困層でさ

え、授業料を支払ってでも私立校を選択する

親が増えていることは注目に値する。つま

り、親は、公立校への「参加」ではなく、私

立校を「選択する」あるいは公立校を「離脱

する」という行為によって自らの意識を行動

に移すこともあるのである。

　限られたケーススタディという制約はある

が、これらの調査結果から示唆されることは

2点である。第一に、親の参加と一口に言っ

ても、親がどのような問題意識を持っている

のか、を明らかにしなければ参加自体が形骸

化する可能性がある、ということである。つ

まり、親に参加する意義が実感されていなけ

れば、会議や活動に参加することは実際には

難しいし、仮に参加したとしても改善策が打

ち立てられるとは限らない。マラウィの例に

見られるように、親は不満があっても代替案

を併せ持つとは限らず、参加することへの意

味も見出させないかもしれない。

　第二に、親が意識を持っていてもそれが行

動にどうつながるのか、については別の問題

であるということである。先にみたとおり、

親へインタビューを行なうと、学校に貢献す

ることの重要性を認識しているような反応を

得る。また、実際、一学期に一度は学校に来

る、という親が多数を占める（Nishimura &

Ogawa, Eds. 2008）。しかし、本当に学校

に来ているのか、について学校に確認してみ

ると、親の見解と行動にはギャップがあるこ

ともあるのである(7)。またケニアの例のよう

に、不安や不満が「離脱」に向かう場合もあ

る。つまり、親やコミュニティは現状認識と

して問題を把握しているとしても、改善のた
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図2　ケニアにおける世帯の財産レベル別の学校選択の動向

（注）財産レベルは世帯が所有する土地以外の一人あたり資産額を基にサンプル世帯を

4等分した。より詳細な生徒の進学動向や転向に関する統計的分析結果について

は、Nishimura and Yamano (2008)を参照のこと。

（出所）西村・山野（2008）

めに学校運営に「参加」するよりも、むしろ

現状を静観する、あるいは離脱するという選

択をすることが多く、単に参加を促すことが

彼らのこうした行動を変容させるとは限らな

い。

　このように見てくると、学校教育に対する

親やコミュニティの態度の積極性や消極性と

いうのは、単に授業料を廃止する、しないと

いうことに起因する「支払わない＝自分たち

の役割は終わった」という意識以上に複雑な

様相を呈していることが分かる。先行研究で

も、コミュニティが運営能力や新しい学習環

境を形成する意思をもたないままに参加を促

されたり、教育の質についての理解を持ち合

わせない場合、学校運営自体が弱体化したり

教育の質につながらないケースが数多く報告

されている（Chapman 1998; Chapman et

al. 2002; Rivarola & Fuller 1999; 笹岡・西

村 2007）。性急にトップダウンでドナーの

支援を受けて実施された無償化政策の行財政

制度に関する理解と賛同を得ないで、親の役

割を強調して、政府が親の参加を訴えかける

ことが、親やコミュニティに対してどの程度

の説得力をもつだろうか。そして、財源不足

を補い、教育の質を高めるという目的が、親

やコミュニティの「参加を促す」ことで可能

になるのだろうか。この点について、先述の

ガイダンスペーパーは答えを提示し得ていな

い。

３．乖離を形成する構造的問題－空間

軸・時間軸の概念

　国際機関などの政策文書やガイダンスペー

パーなどに見られるマクロレベルにおける

EFAの議論は、国際的に合意しやすい目標

を設定することが求められることや、各国で

の解釈の幅を持たせるために漠然と収斂され

たものになりやすい。しかし、この収斂を各

国の事情に配慮した丁寧なプロセスなしに急

激に行い、かつインディカティブ・フレーム

ワークのような指標として示してしまうと、

前述したようなミクロレベルでの現実との乖

離を伴う政策を推進してしまうことになりか
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図3　無償化政策をめぐるマクロとミクロレベルで発生する乖離の構造

（出所）筆者作成

ねない。

　このようなマクロとミクロレベルにおける

乖離を起こしている構造的な問題は何だろう

か。これを空間軸と時間軸の概念で考えてみ

ると、第一に、オーナーシップとポリティカ

ル・エコノミーのレベルについての空間軸、

そして第二に、EFAの達成とEFAの持続性

という時間軸の概念で整理することが可能で

はないかと考える。

　まず、図3に示すとおり、縦軸にマクロと

ミクロをとって空間軸として考えてみると、

オーナーシップのレベルが偏っている構造を

考えることができる。先述のオペレーション

ガイダンスペーパーは、確かにコミュニティ

レベルのオーナーシップの概念を積極的に取

り入れている。中でも、無償化政策の政策対

話においては、始めから親、地方政府、ド

ナー、他省庁の代表者、教員組合、NGOs、民

間セクター、メディアを巻き込み、十分な参

加を確保することが必要であるとしている。

これはEFAの議論の中で1990年のEFA世

界宣言にはなかった概念 であり(8)、2000年

のダカール行動枠組みによってスクール・

オーナーシップと表現された概念の延長線上

にある考え方である(9)。しかし、実際には、無

償化政策は財源を負担する政府と国際機関等

のドナーの合意により導入時期が決められ、

しばしば選挙公約を伴い、形としては民衆の

支持を得て導入される。

　マクロレベルでは、2015年までに国際目

標を達成したいという援助側の強い要望と政

府側の政権の持続と安定という動機が結びつ

き、教育に多額の資金が投入される。この過

程においては、主に財政的なフレームワーク

についてのドナーと政府の間の政策対話やガ

イダンス、表1で示したような目標値の設定

が行われる。ところが、ミクロレベルでは、

政策対話の過程への一般の人々の参加ではな

く、教育がポピュリズムによって政治の手段

化するという現象が生じる。そして実際の学

校現場は、政策のフィージビリティに関する

検証を経ないまま、学校が政府から受け取る
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額がそれまで親から徴収していた授業料総額

よりも不足していても、教員一人当たりの生

徒数が100人を超えようとも、決められた政

策を「受け入れる」ことしか選択肢を与えら

れていないのが実情である。その結果、教員

や親の意識や行動の消極性については、さほ

ど注意が払われてこなかった。むしろマクロ

レベルで重要視される「指標」のモニタリン

グによって、ミクロレベルのプロセスが無視

されてしまう傾向があった。マクロレベルに

起こる援助側と受入側の間でのポリティカ

ル・エコノミーや選挙票を獲得するという国

内の政治的意図が、ミクロレベルでのオー

ナーシップを醸成しないまま、急激な政策実

行を許してきたのである。

　第二に、EFAの達成とEFAの持続性の時

間軸の課題である。ガイダンスペーパーの目

的はMDGsやEFAを達成するための大胆な

特効薬として打ち出された無償化政策をいか

に行うか、についての指針を示すものであ

る。しかし、ミクロレベルでのオーナーシッ

プを醸成しないまま、急激な政策実行を許し

ている現行の無償化政策の実態を考慮する

と、その指針はいつ、誰が、どのように指針

として用いるのか、についてその有効性を示

しえていない。たとえば、誰が、親やコミュ

ニティの役割をいつ、どのように強調し、参

加を訴えかけることができるのか。政策の計

画段階からそのような議論をすることによっ

て票を失うというリスクを政治家はどのよう

に受け止めるのか。親やコミュニティは無償

化政策導入前に、学校運営への積極的参加に

どのような意味を見出すのか。このような問

いに答えが見出せていないのである。ガイダ

ンスペーパーは、過去のレッスンから無償化

政策の導入に当たり注意しなければならない

点として記述されているため、現実的な実効

可能性や具体性に欠けている。

　ここで見落とされているのは、EFAの達

成可能性とEFA後の持続性を見据えたマク

ロの視点の是正である。前節で見たとおり、

ミクロレベルでは、マクロレベルで掲げられ

た指標やガイダンスが示す方策とは異なる実

態や矛盾を抱えている。こうした現実に立ち

戻って、一つ一つの指標を見直すこと、そし

てマクロレベルの視点とミクロレベルで生じ

ている実態との乖離に注意を払うことがなけ

れば、EFAの持続性はおろかEFAの達成自

体が極めて危ういものとなるだろう。つま

り、多様な社会で起きている様々な事象の収

斂しうる部分のみを表面的に拾い上げて指針

として示すことが、EFAの達成を阻害し、長

期的にもマクロの視点とミクロの実態の乖離

をさらに構造化し、悪循環を生み出す可能性

があるのである。EFAはひとつの国際目標

であり、それを意味あるものとするのはそれ

ぞれの社会にいる人々でしかない。EFA達

成後の持続性を視野に入れるならば、目標達

成手段となる指標やガイドラインがもつ彼

（女）らにとっての意味に聞く耳を傾けなけ

ればならない。

４．おわりに

　本稿では、近年、EFAをめぐる議論や国

際目標の達成についてマクロレベルで協調が

進む一方で、ミクロレベルの視点とマクロレ

ベルの実態に乖離が生じていることを示し

た。近年のマクロレベルにおける連携・協調

を脇目に、各国の現場で起きているEFAへ

の取り組みには様々な政策対立や矛盾がうま

れている（Nishimura & Ogawa, Eds.

2008）。国際的潮流を特徴づける方向性とし

てのオーナーシップとパートナーシップ、そ

してグローバルガバナンスは、実態としてア

クター間の複雑な政治的力学を内包している

ことも確かである（西村 2008）。冒頭で述べ

たように、FTI を推進する実務者たちは、

「EFA を推進するポリティカル・エコノ

ミー」が大事であるとする。財源を確保し、

やる気のある政治的リーダーの下で「初等教

育完全普及」を達成しようとすることは必ず
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しも間違った方向ではないだろう。しかし、

政治家と国際機関主導で作られ、推進される

政策が、現場でどのような意味をもつのか、

について真摯な議論を行わず、学校現場で起

きている様々な混乱や親の態度の消極性につ

いて「特効薬の副作用」として片付ける姿勢

では、EFAの達成とその持続性を脅かすこ

とになりかねない。つまり、2015年のEFA

達成に躍起になるがあまり、EFAの現場で

の達成可能性やモメンタムが過ぎた後につい

てのミクロの実態に基づいた視点が失われて

いるのではないか。2008年2月に東京で開

催された早稲田大学でのFTI 事務局長との

会合および国際教育協力日本フォーラムにお

いて、いみじくもケネス・キング氏が用いた

「スロー・トラック・イニシアティブ」は、短

期的なモメンタムに縛られてミクロレベルで

のEFAの達成可能性や持続性を軽視する流

れに挑戦した概念である。「ファスト・トラッ

ク・イニシアティブ」によって支えられた

EFAの持続性は誰の「モメンタム」によっ

て支えられれば良いのであろうか。2008年

という中間年は、もう一度マクロとミクロの

整合性を調整する必要性を示唆しているよう

に思われる。

注

(1)  2008年2月7日に早稲田大学アジア太平洋研

究科で行なわれた会議でEFA-FTIの事務局長

であるデスモンド・バーミンガム氏はEFAの

「モメンタム」を「政治経済的な視点」から利用

すべきだと発言していたが、2008年4月23日

にEFA-FTI会合のサイドイベントとして東京

三田共用会議所で行なわれた国際シンポジウム

では、ユネスコ事務局次長のニック・バーネッ

ト氏により同じ表現が使われた。また、同氏は、

ミクロレベルの研究結果が示す政策とのギャッ

プに関して「歓迎する問題」であると強気な姿

勢を示した。

(2) 2004年、2007年のデータには6～15歳の子

どもがそれぞれ1,240人と1,138人含まれてい

る。2004年時点で小学生であった子どものう

ち、2007年時点でフォローできた子どもの数

は1,184名であった。

(3) 学校調査と家計調査等の調査方法によるデータ

の乖離については、西村（2007）に詳しい。

(4) より良い成績を上げている学校とは、初等教育

修了試験における生徒の平均点がより高い学校

のこと。ケニアにおいては、初等教育修了学年

（8年生）で国家統一試験を受験することになっ

ており、学校ごとにその成績を比較することが

可能である。

(5)  但し、留年して本当に成績の良い中学校に進学

しているかについては、詳細な分析を要する。

(6)  回答の選択肢としては、「無償化政策は良策で

あり良く実施されている」、「無償化政策は良策

だが実施に問題がある」、「無償化政策は問題が

あるが良く実施されている」、「無償化政策は問

題があり実施にも問題がある」の４つである。

(7) 例えば、大多数の親は1学期に1度は学校に来

る、と答えているのに対し、学校長によれば、親

は殆ど学校に来なくなったと答えた。この

ギャップは特にケニアとウガンダにおいて顕著

であった。

(8) 1990年のEFA世界宣言では、様々なステーク

ホルダー間やセクター間の新たな活力あるパー

トナーシップが必要であるという文脈で、家庭

や教員が重要な役割を担うことが認識されてい

たが、オーナーシップの概念については言及さ

れていない。

(9) ダカール行動枠組みでは、「中央政府と地方政

府、学校、コミュニティ、家庭のより密な協力

が、スクール・オーナーシップとサステナビリ

ティ（持続性）やアカウンタビリティを発達さ

せる」としている（World Education Forum

2000, p.27）
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